
第３回 天塩川下流流域治水協議会
参考資料

流域治水に関する参考

令和３年２月２６日

P1～P4 ： 流域治水における関係省庁の連携について（流域治水の推進に向けた関係省庁実務者会議 より抜粋）

P5～P6 ： 流域治水の対策について（令和３年度水管理・国土保全局関係予算概要 より抜粋）

P7～P8 ： 「流域治水関連法案」の整備について（流域治水関連法案の閣議決定 報道発表 より抜粋）



令和２年１０月２７日  

水管理・国土保全局河川計画課 

 

『流域治水の推進に向けた関係省庁実務者会議』を開催 

気候変動の影響により頻発化・激甚化する自然災害に対し、流域全体を俯瞰

し、あらゆる関係者が協働して治水対策に取り組む「流域治水」の取組みが各

地で始まっています。 

これをさらに加速化させるためにも、関係省庁が垣根を越えて連携するため

に、『流域治水の推進に向けた関係省庁実務者会議』を設置し、第 1 回実務者

会議を下記の通り開催します。 

記 

１． 日 時 令和２年１０月２８日（水）１６：００～１７：００ 

２． 場 所 千代田区霞が関２－１－２中央合同庁舎２号館低層棟共用会議室２Ａ・２Ｂ  

３． 参加者 別紙のとおり 

４． 議 題 流域治水の情報共有 等 

５．当日の取材について 

・取材及びカメラ撮りは冒頭のみ（局長の挨拶まで）といたします。 

・事前登録は不要です。当日は会議開始までに会議室前にお集まりください。 

・今般の新型コロナウイルスの状況を踏まえ、取材については各社必要最小

限とし、「手洗い」や「マスクの着用を含む咳エチケット」等の感染症予

防対策にご協力をお願いいたします。 

・会議終了後、記者ブリーフィング（17:00 メド）を共用会議室 2A・2B で行

います。 

６．その他 会議資料は、後日、国土交通省のウェブサイトに掲載予定です。 

（連絡先）水管理・国土保全局河川計画課 河川計画調整室 

      室  長   朝田 将 （内線：35361） 

      課長補佐   松山 芳士（内線：35364） 

   代表：03(5253)8111 直通：03(5253)8445 FAX：03(5253)1602 

 

水害の激甚化等を踏まえ、「流域治水」を推進するために、第１回実務者

会議を１０月２８日（水）に開催します。 
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流域治水の推進に向けた関係省庁実務者会議 構成員 

 

〇国土交通省水管理・国土保全局河川計画課長  

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官  

金融庁監督局総務課監督調査室長 

総務省大臣官房企画課長 

消防庁総務課長 

財務省理財局総務課長 

文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部参事官  

厚生労働省大臣官房厚生科学課健康危機管理・災害対策室長 

農林水産省農村振興局整備部水資源課長 

林野庁森林整備部治山課長  

水産庁漁港漁場整備部防災漁村課長  

経済産業省経済産業政策局地域経済産業グループ地域産業基盤整備課工業用水道計画官 

資源エネルギー庁電力・ガス事業部電力基盤整備課電力供給室長 

中小企業庁事業環境部経営安定対策室長  

気象庁大気海洋部業務課長  

環境省地球環境局総務課長 

（〇：議長）  

 

別紙 
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○ 河川管理者等が主体となって行う治水事業等これまで以上に充実・強化することにすることに加え、あらゆる関係者の
協働により流域全体で治水対策に取り組むことが重要。

〇 このため、流域で行う治水対策の充実に向けて、利水ダム等の既設ダムによる「事前放流」の抜本的な拡大【農林水産
省・経済産業省（資源エネルギー庁）・厚生労働省と連携】、森林保全等の治山対策と砂防事業の連携【林野庁との連
携】を行い、流域治水を推進していく。

水田や農業用ため池の活用
【農林水産省と連携】

森林保全等の治山対策との連携
【林野庁と連携】

【国交省・農水省それぞれから関係市町村
へ以下を通知】※令和２年１０月１日に通知
〇地方農政局の協議会への参画
〇活用先行事例とその支援策の情報提供
〇「流域治水プロジェクト」の取組の推進
〇水田や農業用ため池の治水効果の評価
の実施、更なる運用の改善

地方整備局、地方
農政局、関係都道
府県、関係市町村

【各水系流域治水協議会】
本省
（国交省
農水省）

課題等
を共有

助言等
を実施

○田んぼダムに取り組む水田

雨水貯留量ＵＰ 専用の堰板

貯留量ＵＰ

【砂防部と林野庁関係課による連携調
整会議の実施（9/24）】
○ 双方で今後の取組について情報提
供し認識を共有

○ これまで調整会議などで図ってきた
連携を、今後さらに強化することを
確認

○ 具体箇所や新たな連携方策につい
て意見交換

連携イメージ

【治山】上流域の荒廃森林を整備し、流木の発
生源対策を実施

【砂防】下流域（保全対象直上）に砂防堰堤など
を整備し、土砂や流木の流出による直
接的な被害を防止

治山事業による整備

流域治水における施策の充実に向けた関係省庁との連携状況

「事前放流」の抜本的な拡大
【農林水産省・経済産業省（資源エネル

ギー庁）・厚生労働省と連携】

【治水協定の締結、事前放流の運用開始】

〇発電、農業、水道など水利用を目的とす
る利水ダムを含めた全てのダムが対象。

○ダムに洪水を貯める機能を強化するた
めの基本方針を策定（令和元年12月）

○ 治水協定の締結
ダムのある１級水系（９９水系）
ダムのある２級水系のうち（８６水系）

○ 令和２年の出水期から事前放流を実施

国土交通省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省

連携

既存ダムの洪水
調節機能強化

洪水調節容量

非常用洪水吐ゲート

常用洪水吐

治水等（多目的）ダムにおける事前放流

平常時最高貯水位

利水容量

堆砂容量

事前放流により水位を低下させて
さらに大きく空き容量を確保

降雨による増水を貯留

事前放流による
水位低下

利水ダムにおける事前放流

利水容量

洪水吐ゲート

発電所

堆砂容量

事前放流により水位を低下
させて空き容量を確保

降雨による増水を貯留

事前放流による水位低下

（水管理・国土保全局、気象庁）

治水等（多目的）ダム
利水ダム
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○ 治水対策に加えて、人的被害ゼロを目指した実行性のある避難体制の構築【厚生労働省と連携】、氾濫をできるだけ防
ぐための河道内樹木伐採コスト縮減に向けたバイオマス発電の利活用【環境省と連携】、土地利用・住まい方の工夫など
まちづくりと治水事業の連携促進【関係市町村と連携】を行い、流域治水を推進していく。

流域治水における施策の充実に向けた関係省庁との連携状況

高齢者福祉施設の避難確保
【厚生労働省と連携】

【厚生労働省と検討会の開催（10/7）】

令和２年７月の豪雨災害において、熊
本県球磨村の特別養護老人ホーム
「千寿園」が被災し、死者１４名の被害
が発生したため、有識者による検討会
を設置し、避難の実効性を高める方策
を検討

○ 避難確保計画の内容の適切性につ
いて

○ 施設の体制や設備について
○ 施設職員の人材育成について
○ 関係者との連携について

国土交通省 厚生労働省
連携

特別養護老人ホーム
「千寿園」

第１回検討会（10/7）

河道内樹木のバイオマス発電への
利活用【環境省と連携】

【実現性・有効性の検証開始】

河道内の樹木の繁茂により、洪水の
疎通能力が低下する恐れがあり、樹
木を定期的に伐採する必要がある。
伐採コストを縮減するため、伐採樹木
をバイオマス資源として発電事業への
利活用を検討

国土交通省 環境省
連携

河道内樹木を伐採し洪
水の疎通能力を向上

プラント

伐採コスト縮減 × 再エネ拡大

バイオ
マス
発電

発電

熱供給

伐
採
樹
木

土地利用・住まい方の工夫
【市町村まちづくり部局と連携】

〇モデル都市（30都市）において水災
害対策を踏まえた防災まちづくりのケー
ススタディを９月から実施中。

〇得られた知見等を他都市へ横展開す
るとともに、実施内容を流域治水プロ
ジェクトへ反映するよう市町村へ依頼

ハザード対策

都市機
能
の誘導

関係市町村
土木・防災部局
まちづくり・建築部局

都市局
水国局
住宅局

課題等
を共有

助言等
を実施
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■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

・河川堤防や遊水地等の整備 ・治水ダムの建設・再生
・雨水貯留浸透・排水施設の整備
・砂防関係施設の整備 ・海岸保全施設の整備

・利水ダム等の事前放流
・利水ダムの事前放流等の判断に資する雨量予測の高度化
・水田の貯留機能の向上
・森林整備、治山対策
・民間企業等による雨水貯留浸透施設の整備
・未活用の国有地を活用した遊水地・雨水貯留浸透施設等の整備 など

■被害対象を減少させるための対策

・高台まちづくりの推進（線的・面的につながった高台・建物群の創出）
・リスクが高い区域における立地抑制・移転誘導 など

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

・ハザードマップやマイタイムライン等の策定
・要配慮者利用施設（医療機関、社会福祉施設等）の浸水対策
・渡河部の橋梁や河川に隣接する道路構造物の流失防止対策
・地下駅等の浸水対策、鉄道橋梁の流出等防止対策
・学校及びスポーツ施設の浸水対策による避難所機能の維持 など

（１）ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進
1．激甚化・頻発化する水災害等への防災対策の推進

5

３，９７６億円

○ 気候変動の影響による災害の頻発化・激甚化に対応するため、抜本的な治水対策として、集水域と河川区域のみならず、氾
濫域も含めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、ハード・ソフトの両面から「流域治水」を推進。

○ 河川、下水道、砂防、海岸等の管理者が主体となって行う治水対策に加え、水田、校庭、民間施設、国有地等の機能連携を進
めるなど、府省庁・官民が連携したあらゆる対策の充実を図る。

流域のあらゆる関係者が協働して行う対策

あらゆる関係者が協働して、「流域治水プロジェクト」を策定し、実行
あらゆる関係者が協働して行う「流域治水」

森林整備・治山対策

水田貯留 ため池等
の活用

雨水貯留施設
の整備

バックウォータ―対策

排水機場の整備 リスクが低い
地域への移転

学校施設の
浸水対策

海岸保全施設の整備

雨水貯留・排水
施設の整備

堤防整備・強化

遊水地整備

河道掘削

治水ダムの
建設・再生

利水ダム
の活用

集水域

河川区域

氾濫域

砂防関係施設
の整備

リスクの高い地域

5
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流域のあらゆる関係者が協働して行う対策

流域の関係者が一体となって事前防災対策に取り組むための協議会を設置するとともに、
対策の全体像を示す「流域治水プロジェクト」を策定し、各対策を推進。

洪水氾濫対策
・堤防整備、ダム建設・再生等の加速化
・「粘り強い堤防」を目指した堤防強化

内水氾濫対策
・都市浸水対策の強化

（下水道浸水被害軽減総合事業の拡充等）

土砂災害対策
・砂防関係施設の整備

高潮・津波対策
・気候変動等を踏まえた海岸保全対策の推進

流水の貯留機能の拡大
・利水ダム等による事前放流の更なる推進

（協議会の創設等）

流域の雨水貯留機能の向上
・流域の関係者による雨水貯留浸透対策の強化
（貯留機能保全区域の創設、雨水貯留浸透施設整備の支援）

・水田の貯留機能の向上
・森林整備、治山対策
・民間企業等による雨水貯留浸透施設の整備
・未活用の国有地を活用した遊水地、
雨水貯留浸透施設等の整備

水災害ハザードエリアにおける
土地利用・住まい方の工夫
・リスクが高い区域における立地抑制

（浸水被害防止区域の創設等）

・危険なエリアから安全なエリアへの
移転促進［都市局所管］

（防災集団移転促進事業の拡充）

・高台まちづくりの推進
（線的・面的につながった高台・建物群の創出）

・居住の誘導等のまちづくりと一体となった
砂防関係施設等の整備

まちづくりでの活用を視野にした
土地の水災害リスク情報の充実
・開発の規制や居住の誘導に有効な
多段階な浸水リスク情報の充実

浸水範囲の限定・氾濫水の制御
・二線堤の整備や自然堤防の保全

土地の水災害リスク情報の充実
・水災害リスク情報空白地帯の解消

あらゆる機会を活用した水災害リスク情報の提供
・土地等の購入に当たっての水災害リスク情報の提供

避難体制等の強化
・洪水・高潮予測の高度化
・ハザードマップやマイ・タイムライン等の策定
・学校及びスポーツ施設の浸水対策による

避難所機能の維持
・要配慮者利用施設の浸水対策

（医療機関、社会福祉施設等）

経済被害の軽減
・渡河部の橋梁や河川に隣接する道路構造物の

流失防止対策
・地下駅等の浸水対策、鉄道橋梁の流出等防止対策

関係者と連携した
早期復旧・復興の体制強化
・被災自治体に対する支援の充実

（権限代行の対象を拡大し、準用河川、
災害で堆積した土砂の撤去を追加）

「流域治水」の推進に向けた施策の充実・強化 下線部：令和３年度新規事項

1．（１）ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進［１／ ８ ］

P.8

P.15

P.9

P.12

P.10

P.13
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■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 ■被害対象を減少させるための対策 ■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

P.11

P.7

「流域治水」の実効性を高める観点から関連制度を充実させるため、特定都市河川浸水被害対策法等の改正（流域治水関連法案）を検討中

［予算・税制・法律］

［予算・税制・法律］

［予算］

［予算・法律］

［予算］

［法律］

［法律］

［予算・法律］

［予算・法律］
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令和３年２月２日

水管理・国土保全局

都 市 局

「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律案」

（ ）を閣議決定流域治水関連法案

～流域全体を俯瞰し、あらゆる関係者が協働する「流域治水」を実現します！～

気候変動の影響による降雨量の増加等に対応するため、流域全体を俯瞰し、あら
ゆる関係者が協働して取り組む「流域治水」の実現を図る「特定都市河川浸水被害
対策法等の一部を改正する法律案 （ ）が、本日、閣議決定され」 流域治水関連法案
ました。

１．背景
近年、全国各地で水災害が激甚化・頻発化するとともに、気候変動の影響により、

今後、降雨量や洪水発生頻度が全国で増加することが見込まれています。

このため、ハード整備の加速化・充実や治水計画の見直しに加え、上流・下流や本

川・支川の流域全体を俯瞰し、国や流域自治体、企業・住民等、あらゆる関係者が

協働して取り組む「流域治水」の実効性を高めるため、以下を内容とする「流域治

水関連法案」を整備することとします。

２．改正案の概要
（１）流域治水の計画・体制の強化
・流域治水の計画を活用する河川を拡大

・流域水害対策に係る協議会の創設と計画の充実

（２）氾濫をできるだけ防ぐための対策
・利水ダムの事前放流の拡大を図る協議会の創設

・下水道で浸水被害を防ぐべき目標降雨を計画に位置付け、整備を加速

・下水道の樋門等の操作ルールの策定を義務付け

・沿川の保水・遊水機能を有する土地を確保する制度の創設

・雨水の貯留浸透機能を有する都市部の緑地の保全

・認定制度や補助等による自治体・民間の雨水貯留浸透施設の整備支援 等

（３）被害対象を減少させるための対策
・住宅や要配慮者施設等の浸水被害に対する安全性を事前確認する制度の創設

・防災集団移転促進事業のエリア要件の拡充

・災害時の避難先となる拠点の整備推進

・地区単位の浸水対策の推進 等

（４）被害の軽減、早期復旧、復興のための対策
・洪水対応ハザードマップの作成を中小河川に拡大

・要配慮者利用施設の避難計画に対する市町村の助言・勧告制度の創設

・国土交通大臣による災害時の権限代行の対象拡大 等

【問い合わせ先】
○水管理・国土保全局水政課 米田、山田狩、降籏

代表番号 03-5253-8111（内線：35-228）
直通番号 03-5253-8439 ＦＡＸ番号 03-5253-1601

○都市局都市計画課 安江、舩岡
代表番号 03-5253-8111（内線：32-624）
直通番号 03-5253-8409 ＦＡＸ番号 03-5253-1590
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